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1．はじめに 
 90 年代以降、新たな社会を創造する担い手の一つとして NPO が台頭した。阪神・淡路大地




 事実、NPO 法が施行されて以来、認証数は一貫して増加している。年間 4,000 ほどの NPO






考察を行う。本稿以下の構成は次のようである。第 2 節では先行研究を基に主として本邦 NPO











として NPO 法人を重要な「当事者」と認識していることである。 
 一方、NPO 法人も営利企業と同様に設立や運営に資金が必要である。NPO 法人はその規模
から中小企業の一つとも考えられ、その資金源には営利企業と同様に金融機関からの借入が想
定される。さらに当該法人の特殊性から寄付金も有力な資金源である。 
 しかし、NPO 法人の資金調達環境は営利企業以上に困難な状況にある。NPO 白書（2007）
には、本邦の NPO 法人の状況について報告しており、一部を要約すると次のようになる。 
●  寄付金の伸び率は低く、寄付額規模は他国と比べて小さい。年間 4,000 程度の NPO 法人
が設立されているが、毎年寄付金の総額はほぼ一定であり、2005 年段階で日本の寄付総額
は約 6,008 億円である。さらに、日本の寄付総額は、アメリカやイギリスと比べて規模が
                                                          
1 内閣府『内閣府 NPO ホームページ』（2010 年 4 月 30 日）掲載データを基に算定した。数値は内閣府認
証および都道府県認証をあわせたものである。 
2 内閣府ホームページ掲載の「新しい公共円卓会議、会議資料」（2010 年 5 月 2 日）より。 
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小さく、アメリカは円換算で約 23.7 兆円、イギリスは約 1.08 兆円であり、アメリカと比
較すれば日本の寄付額はおよそ 40 分の 1 である。 
●  本邦の NPO 法人の資金調達に関しては、手法や機能の不足などさまざまな問題がある。
例えば、日本ではスチュワードシップ3の考え方が浸透していないといった問題がある。 
 NPO 白書は NPO 法人の資金調達環境についてマクロ的視点から考察したものであるが、よ
りミクロ的視点から、かつ資金を集め NPO 法人に供給する主体への直接的なアンケートとヒ





















       出所：三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社（2007）、 
          p.32、図表 2-50 より筆者加筆のもの。 
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 一般に NPO 法人も少ないながらも専従者を要し、法人として継続的な業務運営のために事
業性が要求される。ただし、NPO 法人は主として社会的リターンを目的としており、営利企業
                                                          
5 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社（2007）pp.111-112。 
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くい。例えば、大企業の借入額が 10 億とし、NPO 法人の借入額が 100 万円とし、審査・監視
コストは一律 10 万円とすれば、銀行にとって大企業に貸し出しするほうが有利となる。規模






                                                          
6 前節の事態調査の対象は NPO 法人だけではなく、金融機関（労金、信金、信組、地方銀行）もある。「資
金支援の仕組みに関する課題は何ですか」という設問に対して、金融機関の中、労金、信金、信組、地方




8 日本 NPO センターは、各地の NPO 法人を紹介する Web サイトを開設している。しかし、言うまでも
なく当センターの Web サイトにたどり着かなければ問題は解決されない。 
9 中小企業と NPO 法人に関しては、客観的な指標が見当たらず、ここでは割愛している。 
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(5) 景気低迷と競争環境の変化 






















 出所：中小企業庁『中小企業白書』、内閣府『内閣府 NPO ホームページ』のデータより 
    筆者作成のもの。 
 
 図 2 は NPO 法人数（左軸、単位：社）と中小企業数（右軸、単位：万社）の推移を示して
いる。中小企業数が 90 年代後半より急減しており11、近年の金融危機を受けさらに中小企業の
貸出市場が縮小している12。 
                                                          
10 金融庁が発表した「中小企業金融に関するアンケート調査結果の概要」（2010 年 4 月 2 日）によると、
販売不振や在庫の長期化等が中小企業の資金繰りを悪化させているとのことである。 
11 中小企業数は総務省『事業所・企業統計調査』を基に算出されているが、本調査は 2、3 年間隔で行われ
るため、直近データは 2006 年のものとなる。ただし、データの趨勢および金融庁の調査結果（脚注 9）から、
現状ではさらにその数は減少していると考えられる。なお、中小企業数の開業率と廃業率が逆転したのは 1980
年代前半からであり、中小企業数の減少要因には、景気問題の他に本邦経済の構造的要因も考えうる。 
12 国内銀行の中小企業向貸出残高について、1999 年 4 月末には約 226 兆円、2005 年 6 月に約 172 兆円と
底を打ち、2007 年 3 月の約 187 兆円まで回復した。しかし、金融危機を境として 2009 年 11 月には約 175 兆円
まで低下した。2010 年 3 月現在で約 178 兆円まで回復しているが、危機以前の水準には達していない。 
NPO 法人の資金調達問題に関する一考察 
―  ― 41




向けの貸出余力も必然的に減少する。ところが毎年 4000 ほどの NPO 法人が設立されており、
NPO 法人間の競争も徐々にではあるが厳しくなってきていると考えるべきであろう。総じてい




 図 3 は本稿で定義する中間支援組織の概念図である。中間支援組織に関する直近の考え方と
して、「『豊かな公』を支える資金循環システムに関する実態調査」（2007）では、NPO の基盤
整備のための相談窓口などのセンター的機能を持ち、行政や企業といった他のセクターや NPO 




















                                                          
13 ここでハンズオンという場合、ベンチャーキャピタルの機能を想起しうるが、ベンチャーキャピタルの
ように経営者を相手企業に送り込むほどの経営関与を想定しているわけではない。 
各地 NPO センター 
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 現状では、上記実態調査が定義する中間支援組織（Ⅰの領域）に相当する組織には、各地の
NPO センターや NPO 法人に情報交流や提言などの支援を行う組織がある。一方、資金供与の











（日本 NPO センターのホームページ（2010 年 3 月 20 日）より）。 
 また、前述の実態調査では、地域金融機関と中間支援組織、自治体との連携の先進事例（近
畿労働金庫、京都労働者福祉協議会、きょうと NPO センターとの 3 者連携）を取り上げてい
る。この例は NPO 法人の資金調達難を緩和した先進事例である。事例の背景である京都府内
では、年々増加する NPO 法人への資金需要への対応が迫られていた。そこで、地域密着を掲




とで、包括的な NPO 法人向け貸出を可能とした。 
 内閣府「新しい公共」円卓会議でも現在活躍している中間支援組織の先進事例が取り上げら
れている。いずれも図 3 のⅢの領域に属する組織である。 
●  京都地域創造基金の取り組み 
 京都地域創造基金は 2009 年 8 月に公益財団法人として京都府から認定された。同




                                                          
14 NPO バンクは銀行ではなく、NPO 法人専門の金融的組織であり、市民が自主的に創設し、営利を目的
とせず、公益性が高い事業を行う組織である。1994 年 4 月設立の未来バンクが初の NPO バンクであり、
低い貸出金利で社会的リターンを求める NPO バンクは、2010 年現在で全国に 10 団体ほどが確認されてい
る。 
15 例えば、ハンズオンタイプにはコミュニティ・ユース・バンク momo（名古屋市）、ハンズオフタイプに
は ap bank（東京都）がある。 
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向け実質無利子融資制度として全国初である。京都地域創造基金ホームページ
（2010/5/3）より）。 
●  女性・市民コミュニティバンク（NPO バンク）の活動 
 市民事業の現場を熟知している専門家で構成される融資審査委員会により審査され、
融資対象には事業の採算性・継続性、地域社会への貢献などを評価基準に審査が行わ
れる。女性・市民コミュニティバンクの出資金は現在（2010 年 3 月末）1 億 2,754 万
円である。融資実績は 119 件、約 4 億 1,500 万円である。その中の延滞・貸し倒れは
一件もない。 
 以上のように現在、中間支援組織が非常に重要な役割を担っている。これら組織の位置づけ
を図示したのが図 4 である。前節で述べたように、NPO 法人は、情報の非対称性や低い事業性、
小規模の問題、さらに少額の担保資産や景気低迷の問題を抱えるため、NPO 法人の資金調達環
境は芳しくない（図 4 の上の部分）。 
 




















 一方、事例で見たように中間支援組織の活動により、状況は改善される（図 4 の下の部分）。
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16 例えばコミュニティ・ユース・バンク momo は、融資条件や審査プロセス、さらに借入が拒否された場
合にはその理由も相手に説明しおり、相当程度の経営関与を行っている。当バンクでは出資金を“志金”
と呼んでおり、寄付者の意向を重視している。 
17 コミュニティ・ユース・バンク momo は民間主体であるが、代表の木村真樹氏によればバンクの運営は
非常に厳しいとのことである。 
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